
帰属(付替)を伴う開発許可の手続きの流れ
(建築制限解除をする場合)

①都市計画法第29条に基づく開発許可 ②新設公共施設工事

③新設公共施設部分の中間検査
④新設部分の中間検査実施
（道水路管理課） ⑤従前の公共施設廃止工事

所有権移転登記に必要な書類の準備
●従前の公共施設部分の表題登記及び分筆登記
(必要な場合) 上記の問合せ先：建設総務課用地グループ

⑥公共施設工事完了
●建築指導課へ公共施設工事完了届出書を提出後、道
水路管理課と検査日程調整

⑦公共施設完了検査実施
（道水路管理課）
●検査合格後、公共施設に関する検査済証の
交付

⑧新設の公共施設部分の分筆登記・地目変更
登記・抵当権等抹消登記（設定がある場合）
●建設総務課へ所有権移転登記に必要な書類の提出

上記の問合せ先：建設総務課用地グループ
⑨建設総務課が提出書類の確認後、
公共施設工事完了公告
※公告の日の翌日に管理幅員の変更
※公告の日の翌日以降に建設総務課で所有権
移転登記

⑩建築制限等解除承認申請書の提出
●建築指導課へ提出⑪建築制限等解除承認申請書の

審査
●承認後、建築制限解除

⑫造成工事完了
●建築指導課へ工事完了届出書を提出⑬完了検査実施

●検査合格後に開発行為に関する検査済証の
交付及び完了公告

お問合せ先
・建築部建築指導課
開発審査グループ
TEL 0586-28-8646（直通）

・建設部道水路管理課
占用グループ
TEL 0586-28-8653（直通）

・建設部建設総務課
用地グループ
TEL 0586-28-8629（直通）

建築指導課
(道水路管理課・建設総務課) 事業者
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